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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第36期
第１四半期
連結累計期間

第37期
第１四半期
連結累計期間

第36期

会計期間
自  平成23年11月１日
至  平成24年１月31日

自  平成24年11月１日
至  平成25年１月31日

自  平成23年11月１日
至  平成24年10月31日

売上高 (千円) 2,400,686 2,290,467 9,390,342

経常利益 (千円) 115,699 68,939 352,940

四半期(当期)純利益 (千円) 91,256 51,920 383,977

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 94,618 69,375 402,545

純資産額 (千円) 740,148 1,117,450 1,048,074

総資産額 (千円) 2,805,767 3,122,494 2,800,940

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 17.53 9.97 73.75

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.4 35.8 37.4

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。

４．当社は平成25年１月１日付で普通株式１株につき300株の株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益金額を算定しております。

　

　
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

　

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成24年11月１日～平成25年１月31日）におけるわが国経済は、12月の

政権交代を契機とした円安の進行やそれに伴う株価上昇等もあり、今後の景気回復への期待は高まった

ものの、足元の企業を取り巻く環境は依然厳しい状況にありました。

国内の雇用環境につきましては、厚生労働省発表の有効求人倍率は、平成24年12月で0.82倍、総務省発

表の労働力調査によると、完全失業率は平成24年12月では4.2％と、持ち直しの動きも見られたものの、依

然として大企業を中心とした人員削減が相次いでおり、雇用環境は楽観視できない状況にあります。

人材サービス業界においては、平成24年10月１日に改正労働者派遣法が施行され、30日以内の派遣が原

則禁止となりましたが、当社は上記法令に抵触することのないように努めております。　

このような環境の中で、当社グループは、12万5,000人の登録エージェントによる、ＩＴを軸としたＢＰ

Ｏ事業の更なるサービスの品質・効率の向上、強化に取り組んでまいりました。　

当社グループはＢＰＯ事業のみの単一セグメントとなっておりますが、事業の詳細については以下の

とおりであります。

通信キャリアの新規顧客開拓や家電量販店での店頭販売支援サービスにおいては、ブロードバンド商

材を主とした成果報酬型サービスは低調に推移したものの、急拡大するスマートフォンに対応する回線

増強のための、Ｗｉ－Ｆｉアンテナ設置支援業務や海外ＰＣメーカーの店頭販売支援サービスは底堅く

推移いたしました。

ＩＴに特化した導入・設置・交換支援サービスにおいては、スマートフォン・タブレット端末向けの

キッティング業務や携帯電話・スマートデバイス無線通信の基地局設置案件が好調に推移いたしまし

た。

主にＩＴ周辺機器やインターネット接続に関わるヘルプデスクを提供する運用支援サービス（コール

センターの運営等）においては、依然として競争は厳しいものの、ＩＴ周辺のヘルプデスクのニーズは高

く、堅調に推移いたしました。
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以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は22億90百万円(前第１四半期連結累計期間比4.6％

減）、営業利益は72百万円（前第１四半期連結累計期間比15.3％増）、経常利益は68百万円(前第１四半

期連結累計期間比40.4％減）、四半期純利益は51百万円（前第１四半期連結累計期間比43.1％減）とな

りました。

　
（２）財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、３億９百万円増加（13.2％増）し、26億48百万円となり

ました。これは、主として現金及び預金が３億44百万円増加した一方で、売掛金が28百万円減少した

こと等によります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて、11百万円増加（2.5％増）し、４億74百万円となりまし

た。これは、主として、投資その他の資産が40百万円増加した一方で、無形固定資産が25百万円減少し

たこと等によります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、３億21百万円増加（11.5％増）し、31億22百万円

となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、33百万円増加（2.4％増）し、14億35百万円となりまし

た。これは、主として１年内償還予定の社債が60百万円、賞与引当金が47百万円それぞれ増加した一

方で、未払法人税等が37百万円、買掛金が20百万円、未払金が11百万円それぞれ減少したこと等によ

ります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて、２億18百万円増加（62.3％増）し、５億69百万円となり

ました。これは、主として社債が２億20百万円増加したこと等によります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、２億52百万円増加（14.4％増）し、20億５百万

円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、69百万円増加（6.6％増）し、11億17百万円となりまし

た。これは、主として四半期純利益を51百万円計上したことによります。

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べて1.6ポイント減少し、35.8％となりまし

た。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,500,000

計 19,500,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年２月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,752,200 5,752,200
東京証券取引所
（マザーズ）

単元株式数は100株
であります。

計 5,752,200 5,752,200― ―

(注)  「提出日現在発行数」欄には、平成25年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年１月１日
（注）

5,733,0265,752,200 ― 1,002,602 ― 35,524

（注）平成25年１月１日付を効力発生日として、普通株式１株につき300株の株式分割を行っております。

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから。直前の基準日（平成24年10月31日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

　

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　546,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

5,206,200
52,062 ―

発行済株式総数 5,752,200― ―

総株主の議決権 ― 52,062 ―

（注）平成25年１月１日付を効力発生日として、普通株式１株を300株に株式分割し、100株を１単元とする単元株

      制度を採用しており、記載数値は当該影響を考慮しております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成25年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

スリープログループ㈱
東京都新宿区西新宿
７－21－３

546,000― 546,000 9.49

計 ― 546,000― 546,000 9.49

（注）平成25年１月１日付を効力発生日として、普通株式１株を300株に株式分割しているため、記載数値は当該影

      響を考慮しております。

　

　
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年11月１日

から平成25年１月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年11月１日から平成25年１月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、ＵＨＹ東京監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,020,502 1,364,892

売掛金 1,178,216 1,149,906

その他 147,531 133,980

貸倒引当金 △7,622 △326

流動資産合計 2,338,627 2,648,452

固定資産

有形固定資産 65,323 61,999

無形固定資産

のれん 88,007 78,263

その他 33,837 18,430

無形固定資産合計 121,845 96,694

投資その他の資産

長期貸付金 249,431 247,416

その他 352,472 391,590

貸倒引当金 △326,760 △323,658

投資その他の資産合計 275,143 315,348

固定資産合計 462,313 474,041

資産合計 2,800,940 3,122,494

負債の部

流動負債

買掛金 97,681 77,649

短期借入金 230,000 266,680

1年内償還予定の社債 54,000 114,000

1年内返済予定の長期借入金 122,122 125,240

未払金 635,273 623,732

未払法人税等 46,523 9,077

賞与引当金 － 47,442

その他 216,631 171,977

流動負債合計 1,402,232 1,435,798

固定負債

社債 209,000 429,000

長期借入金 94,602 90,392

その他 47,031 49,853

固定負債合計 350,633 569,245

負債合計 1,752,866 2,005,043

EDINET提出書類

スリープログループ株式会社(E05356)

四半期報告書

 8/17



(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年１月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,002,602 1,002,602

資本剰余金 108,359 108,359

利益剰余金 57,155 109,075

自己株式 △140,395 △140,395

株主資本合計 1,027,720 1,079,641

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 20,353 37,808

その他の包括利益累計額合計 20,353 37,808

純資産合計 1,048,074 1,117,450

負債純資産合計 2,800,940 3,122,494
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年11月１日
　至 平成25年１月31日)

売上高 2,400,686 2,290,467

売上原価 1,941,870 1,816,389

売上総利益 458,816 474,078

販売費及び一般管理費 395,930 401,545

営業利益 62,885 72,532

営業外収益

受取利息 166 63

受取配当金 434 652

貸倒引当金戻入額 11,241 6,749

賃貸収入 5,010 1,136

偶発損失引当金戻入額 38,963 －

その他 6,435 2,207

営業外収益合計 62,252 10,808

営業外費用

支払利息 4,930 2,897

社債発行費 － 8,126

賃貸収入原価 3,477 1,033

その他 1,030 2,344

営業外費用合計 9,438 14,401

経常利益 115,699 68,939

特別利益

投資有価証券売却益 － 8,000

特別利益合計 － 8,000

特別損失

投資有価証券評価損 7,583 －

固定資産除却損 － 10,739

特別損失合計 7,583 10,739

税金等調整前四半期純利益 108,115 66,200

法人税、住民税及び事業税 22,209 8,977

法人税等調整額 △5,349 5,303

法人税等合計 16,859 14,280

少数株主損益調整前四半期純利益 91,256 51,920

四半期純利益 91,256 51,920
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年11月１日
　至 平成25年１月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 91,256 51,920

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3,362 17,455

その他の包括利益合計 3,362 17,455

四半期包括利益 94,618 69,375

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 94,618 69,375

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　
　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年11月１日　　至  平成25年１月31日)

（会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更）

   当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年11月１日以後に取 

 得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

   なお、この変更による当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　
【追加情報】

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

該当事項はありません。

　

(四半期連結損益計算書関係)

該当事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びの

れんの償却額は、次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年11月１日
至  平成24年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年11月１日
至  平成25年１月31日)

減価償却費 11,296千円 7,196千円

のれんの償却額 10,855千円 9,744千円

EDINET提出書類

スリープログループ株式会社(E05356)

四半期報告書

12/17



　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成23年11月１日  至  平成24年１月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成24年11月１日  至  平成25年１月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループはＢＰＯ事業の単一セグメントであるため、セグメント情報については記載を省略して

おります。

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。　

　

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年11月１日
至  平成24年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年11月１日
至  平成25年１月31日)

１株当たり四半期純利益金額 17円53銭 ９円97銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(千円) 91,256 51,920

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 91,256 51,920

    普通株式の期中平均株式数(株) 5,206,200 5,206,200

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式

　　　　　が存在しないため、記載しておりません。　

    ２．当社は平成25年１月１日付で普通株式１株につき300株の株式分割を行いましたが、前連結

　　　　　会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定し

　　　　　ております。

　

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。　
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月27日

スリープログループ株式会社

取締役会  御中

　

ＵＨＹ東京監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    若    槻          明    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    鹿    目    達    也    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているス
リープログループ株式会社の平成24年11月１日から平成25年10月31日までの連結会計年度の第１四半期連結
会計期間(平成24年11月１日から平成25年１月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年11月１日か
ら平成25年１月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スリープログループ株式会社及び連結子会社
の平成25年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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